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はじめに
　近年、発達障害は医療界だけでなく、教育、心理、
福祉など幅広い分野で注目を集めている。本稿で
は、発達障害のある大学生の学びとその後の進路
に焦点を当てながら就職支援について論じる 1）。
　筆者は、2007年 4月より大学教員として赴任
した。この原稿を執筆している時期で約 6年勤め
たことになる。また、ほぼ同時期より、いわゆる
ニート支援機関である地域若者サポートステー
ションの相談員も担当している。この施設には発
達障害のある若者や、その疑いのある若者が来所
することも少なくない。このように筆者は大学と
外部の支援機関の両方に関わっている。
１　発達障害と大学生
1-1）発達障害とは
　平成 16年 12月に発達障害者の自立と社会参加
を目指す「発達障害者支援法」が可決成立し、平
成 17年 4月より施行された。この法律では、「『発
達障害』とは、自閉症、アスペルガー症候群その
他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性
障害その他これに類する脳機能の障害であってそ
の症状が通常低年齢において発現するものとして
政令で定めるもの」としている 2）。
　学習障害（LD）、注意欠陥多動性障害（ADHD）、
高機能自閉症など、発達障害の定義について、こ
こでは、主に文部科学省の資料をもとにみていく
ことにする。
　文部科学省（2004）は、それまでの各種報告
等をまとめ、以下のようにLD、ADHD、高機能
自閉症の定義を述べている。
LD：
「学習障害とは，基本的には全般的な知的発
達に遅れはないが，聞く，話す，読む，書く，
計算する又は推論する能力のうち特定のもの
の習得と使用に著しい困難を示す様々な状態
を示すものである。学習障害は，その原因と
して，中枢神経系に何らかの機能障害がある
と推定されるが，視覚障害，聴覚障害，知的
障害，情緒障害などの障害や，環境的な要因
が直接的な原因となるものではない。」
ADHD：
「ADHDとは，年齢あるいは発達に不釣り合
いな注意力，及び／又は衝動性，多動性を特
徴とする行動の障害で，社会的な活動や学業
の機能に支障をきたすものである。また，7
歳以前に現れ，その状態が継続し，中枢神経
系に何らかの要因による機能不全があると推
定される。」
高機能自閉症：
「高機能自閉症とは，3歳位までに現れ，他
人との社会的関係の形成の困難さ，言葉の発
達の遅れ，興味や関心が狭く特定のものにこ
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だわることを特徴とする行動の障害である自
閉症のうち，知的発達の遅れを伴わないもの
をいう。また，中枢神経系に何らかの要因に
よる機能不全があると推定される。」
　また、文部科学省（2004）は、以下のように、
アスペルガー症候群や，広汎性発達障害について
言及している。
なお，近年，アスペルガー症候群や，広汎性
発達障害ということばを聞くことがありま
す。これらについて最終報告においては「ア
スペルガー症候群とは，知的発達の遅れを伴
わず，かつ，自閉症の特徴のうち言葉の遅れ
を伴わないもの」「なお，高機能自閉症やア
スペルガー症候群は，広汎性発達障害に分類
されるもの」と示されています。
1-2）発達障害のある学生はどのくらいいる
のか
　｢発達障害者支援法｣ の教育に関する項目では、
「国及び地方公共団体は、発達障害児（十八歳以
上の発達障害者であって高等学校、中等教育学校
及び特別支援学校に在学する者を含む。）がその
障害の状態に応じ、十分な教育を受けられるよう
にするため、適切な教育的支援、支援体制の整備
その他必要な措置を講じるものとする」「大学及
び高等専門学校は、発達障害者の障害の状態に応
じ、適切な教育上の配慮をするものとする」とさ
れている。
　実際に、平成 19年 4月には ｢特別支援教育｣
が学校教育に位置付けられた。そして、平成 21
年から施行された「保育所保育指針」では、障害
や発達上の課題が見られる子どもとその保護者に
対する支援が盛り込まれた。そして、近年では、
大学でも発達障害のある学生への支援体制を強化
する動きが出ている。中学・高校で支援を受けた
学生が大学に進学する年齢になってきているとも
いえるであろう。
　それでは、発達障害のある学生はどのくらいい
るのであろうか。日本学生支援機構は、全国の大
学・短期大学・高等専門学校を対象に『障害学生
の修学支援に関する実態調査』を継続的に行っ
ている。平成 19年から平成 23年までの障害学生
の内訳を図 1示す。平成 19年には 3.3％であった
発達障害（診断書有）の割合が、平成 23年には
14.2％にまで増加しているのがわかる。
　なお、日本学生支援機構（2011）が全国の大学（回
答数＝ 727校）を対象に行った「大学、短期大学、
高等専門学校における学生支援取組状況に関する
図 1　障害学生の内訳
注）日本学生支援機構（2008～ 2012）をもとに筆者が作表
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調査」によれば、学生相談の内容について、発達
障害（アスペルガー障害、ADHD（注意欠陥多
動性障害）、LD（学習障害）等）の件数が「増え
ている」と回答したのは、大学全体で 55.4％であっ
た。発達障害のある大学生が増えているだけでは
なく、相談ニーズも増加していることがうかがえ
る 3）。
２　発達障害のある学生が示す困難
2-1）発達障害者にとっての大学生という時期
　NPO法人ジョブコーチ・ネットワーク発達障
害者の就労相談ハンドブック検討委員会（2009）
は、発達障害のある人にはライフステージの節目
で多様な進路選択があることを図 2のように示し
ている。そして、以下のように、将来を見通した
進路選択のアドバイスの重要性を指摘している。
下の図で言えば、成人期の就労の段階で「一
般の非正規雇用・不安定就労」となる人が多
く、さらに失敗が重なって「障害者雇用」に
方向転換した方が良いと判断されることも少
なくありません。下の図で、最も右のライン
を真っ直ぐ上がってきたような人の場合に
は、成人期になってから、診断、障害受容、
手帳取得、障害者雇用へと展開していくこと
になり、それを受け入れることの苦悩は想像
を超えるものがあります。（中略）発達障害
のある人を取り巻く学校教員、心理や福祉の
専門家が、ライフステージの節目で、将来を
見通した進路選択のアドバイスをすることが
大切です（p9）。
　このように、発達障害のある大学生と接する際
には、「どのような過去を経て大学に来ているの
か」という視点と、「卒業後にどのような進路を
辿る可能性があるのか」という視点の両方を意識
していくことが必要であるといえるだろう。幼少
のころから明確な診断を受け、それに応じたサ
ポートを受けて大学に入学した学生もいれば、特
に診断は受けておらず本人も親も個性の範囲とし
て解釈し、普通学級を経て大学に入学した学生も
いるということである。そして、一般雇用を目指
していくのか、それとも障害者雇用を目指してい
くのかというように、一定程度、将来を見通しな
がら学生生活を送れるように支援していく必要が
あるということである。
　また、NPO法人ジョブコーチ・ネットワーク
発達障害者の就労相談ハンドブック検討委員会
（2009）は、平成 17年度～ 18年度に研究プロジェ
図 2　発達障害者のライフステージの節目と多様な進路選択
出典：NPO法人ジョブコーチ・ネットワーク発達障害者の就労相談ハンドブック検討委員会（2009）
注）2013年時点では「特殊学級」→「特別支援学級」、「養護学校」→「特別支援学校」である
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クトで実施した就労実態調査の結果より、成人期
になって発達障害の診断を受けている者が多いこ
とを示している。同調査は、全国 7ヵ所において
発達障害者支援センターや医療機関等を利用して
いる 18歳以上の発達障害者 189人を対象として
いる。同調査より、発達障害の診断を受けた年齢
のヒストグラムを図 3に示す。189人中、発達障
害の診断を受けている者は159人（84.12％）であっ
た。診断を受けた時期で最も多いのは、「0～ 5歳」
の 38人であったが、次いで、「21～ 25歳」が 29人、
「31歳以上」が 27人であった。同委員会は、成
人になってから仕事や生活がうまくいかなくなっ
た人、発達障害に気付いた人が、相談と診断にス
ムーズにつながるように、相談機関や医療機関が
連携することの重要性を説いている。未診断の発
達障害者にとって、大学生という時期はこのよう
な成人期の一歩前の時期といえる。
2-2）発達障害のある学生が示す困難
　国立特別支援教育総合研究所（2007）は「発
達障害のある学生の支援に関する全国調査」の結
果から、発達障害のある学生が示す困難例を以下
のように示している。
（1）対人関係や大学生活での生活上のトラブル
に関すること
「友人とうまくつきあえない」「約束を守るこ
とができない」「借りたものをなくしてしま
う」「サークルや級友とトラブルを起こすこ
とが多い」「孤立している｣「余暇時間が適切
に使えず、学内各部署に決まり切った質問を
して回っている」「集団が苦手なため単独で
休息できる空間を見つけると常に使用する」
（2）学業上の問題に関すること
「講義についていけない」「ノートが取れない」
「テストができない」「課題、単位取得が予定
通り進まないことからくる自己否定感」「提
出期限が守れない｣「科目履修の管理が困難」
「本人は一生懸命学業に取り組んでいる様子
であるが、成果が上がらない」「授業中、突
然に的はずれな質問をするため、授業が中断
され困ることがある」
（3）行動・情緒面の問題に関すること
「物事がうまくいかないことで感情のコント
ロールが困難になり、パニックになる」「自
己主張が強く、自省に欠く」「気持ちが落ち
図 3　発達障害の診断を受けた年齢（単位：人）
注）NPO法人ジョブコーチ・ネットワーク発達障害者の就労相談ハンドブック
　　検討委員会（2009）より筆者が作図
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込みやすい」「自尊心が低く、自分はダメな
人間であると訴える」「感情的に起伏が多い｣
「不適応場面でカッとなって、手が出たりす
る」
（4）就労の問題に関すること
「進路を決められず就職活動がうまくいかな
い」「対人関係の形成に困難があるにもかか
わらず、そういった能力を高く要求される職
種を選ぼうとして失敗を繰り返す」「面接で
全て断られる」「対人関係が主体の仕事や臨
機応変が必要な仕事は困難」「やりたい職業
が見つからない｣「将来に対して漠然とした
不安がある」
　これらの困難の中には、大学生の時に限らず、
中高生の時にも示されたものが含まれていると考
えられる。しかし、例えば、学業上の問題に関す
ることの中には、高校生活までにはなかなか見ら
れない大学独自のものがあるといえるであろう。
自分で行う科目履修、大教室での講義、大学の講
義に応じた課題提出などが代表的なものであると
思われる。
３　大学内外の支援例
3-1）大学内の支援例
　ここでは、まず、全国の大学ではどれだけ発達
障害のある学生を支援しているのかを確認した
後、いくつかの大学の支援例を見ていくことにし
よう。
発達障害のある学生を支援している大学はどれく
らいあるのか
　読売新聞は「大学の実力調査」を継続的に行っ
ている。2012年版においては「発達障害」の項
目が導入されている。すなわち、学習障害や注意
欠陥・多動性障害、高機能自閉症など発達障害の
学生（と思われる学生を含む）を対象に、以下の
3点の実施の有無を尋ねている。
➢	試験時間の延長や別室での受験など、入試の
際の特別措置
➢	ソーシャル・スキル・トレーニング（SST）など、
社会性を養うための特別指導
➢	個別の指導計画を作成
　同調査は、639の大学から回答を得ている。文
部科学省の「学校基本調査（平成 24年）」によれ
ば、平成 24年 5月 1日における全国の大学数は
783校であるため、81.60％をカバーしているこ
とを意味している。上記 3つの実施の有無から 8
類型を設け、これらの度数等を算出した（表 1）。
最も多いのは「入試特別措置」「SST」「個別の指
導計画」をすべて実施していない群（表中では×
→×→×と表記）であり、全体の 4割強であった。
表 1　発達障害支援の類型とその度数等
注）読売新聞（2012年 7月 4日、5日）をもとに筆者が作表
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次いで、「入試特別措置」は実施しているものの
「SST」「個別の指導計画」は実施していない群（表
中では◯→×→×と表記）であり、全体の 3割強
であった。「入試特別措置」のみ導入している大
学が多いのは、近年、センター試験において新た
に発達障害の区分が設けられたこと 4）が影響し
ていると思われる。全国の大学においては入学段
階で、発達障害者への支援が始まっているものの、
入ってからの支援が手薄な状態といえよう。ただ
し、これは発達障害のある学生の支援として行っ
ている件数が少ないことを意味しているのであっ
て、ほぼ同様の枠組みで行っていながらも発達障
害という名前を出さずに支援を行っている大学が
存在する可能性もある 5）。この点は解釈に留意を
要する。
発達障害のある学生への支援例
　読売新聞は 2010年 10月 13日から「発達障害
の学生支援」という特集を連載した。そこでは、
発達障害のある学生への支援例が複数紹介され
た。これらをまとめたものを表 2に示す。主に学
生相談室およびそれに類する部署が多いことがわ
かる。また、ここで紹介されている部署はすべて
「障害」という文字が含まれていないことも興味
深い。「障害」という言葉に心理的な抵抗感のあ
る学生でも使いやすい（関係者も学生をリファー
しやすい）というメリットがあるのかもしれな
い。取り組みをみてみると、職員のみが行ってい
るのではなく、教員が学習面でサポートしている
例もあることがわかる。このことは発達障害のあ
る学生の支援は、学生相談室や障害学生支援室の
職員のみが行えばよいのではないことを物語って
いる。
	
3-2）大学外の支援例
　それでは、大学外の支援機関との連携ではどう
大学名 部署 取り組み 具体的内容
福岡大学 ヒューマン・ディベロッ
プメント・センター
サポートグループ ・	自由で安心していられる居場所
・	同じ悩みを抱える仲間との交流
東北公益文科大学 学生共育支援室 発達障害など特別
なニーズを持つ学
生と共に学び成長
していく「共育」
・	視覚障害、聴覚障害、肢体不自由、発達障害、
精神障害や、その支援方法について学ぶ授業
の提供
・	授業のユニバーサルデザイン化（板書や資料
を使ったより丁寧な説明など）
大阪産業大学 学生相談室 教員と心理職の連携 ・	学習の支援は教員、学生生活の中で生じる問
題への支援は心理職というような連携
・	社会生活や対人関係を営む技能である「ソー
シャルスキル」のトレーニング
聖学院大学 学生相談室、
ラーニングセンター
入学前の調査によ
る早期発見
・	学生生活ガイダンスで、不安傾向などを測る
UPI テストの実施
・	合宿形式の新入生オリエンテーションで、学生
相談室のカウンセラーらによる学生チェック
明星大学 学生サポートセンター 受益者負担の有料
プログラム
・	サバイバルスキルの育成（大学適応、対人関
係、就労準備・社会自立の 3領域を中心に、
社会の中でより過ごしやすくなるために必要
なスキルの獲得を目標としたトレーニング）
大手前大学 健康相談室 保護者面談 ・	学生に発達障害が疑われる場合、積極的に保
護者との面談を持つ
プール学院大学 学生支援センター 担任やカウンセ
ラーらによる支援
会議
・	学習支援、ソーシャルスキルトレーニング、
キャリア教育による支援
・	個別の教育支援計画の策定と結果の評価
表 2　発達障害のある学生への支援例
注）読売新聞（2010年 10月 13日～ 22日）をもとに筆者が作表
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だろうか。例えば、学生相談室およびそれに類す
る部署と発達障害者支援センターの連携などが考
えられるが、ここでは、地域若者サポートステー
ション 6）を扱う。上記までは、発達障害のある
学生への支援として「入口」および「入ってから
の大学生活」に注目してきたが、ここからは「出
口」に注目しよう。
地域若者サポートステーションとは
　厚生労働省（2007）は、無業の状態にある若
者が相当数にのぼっていることを指摘し、若者の
自立を支援するために、包括的な支援を各若者の
置かれた状況に応じて個別、継続的に実施してい
く必要性を説いた。そのための体制整備のモデル
として、地方自治体との緊密な連携のもと「地域
における若者自立支援ネットワーク整備モデル事
業」を実施した。このような経緯により、「地域
若者サポートステーション」が設置された。地域
若者サポートステーションは主に、①支援対象者
の把握、②総合相談、③若者キャリア開発プログ
ラム、④保護者対象の講習、⑤他の若者支援機関
との連携の 5点を行っており、各サポートステー
ションには、2名のキャリア・コンサルタントと
1名の臨床心理士が対応をしている。（社会経済
生産性本部，2006）。
　地域若者サポートステーションの利用者には下
記のような特徴があることが明らかになってい
る。
➢	男性が 7～ 8割（社会経済生産性本部，2007，
2008）
➢	 25～ 29歳の年齢層が多い（社会経済生産性
本部，2007，2008）
➢	全体の 93.5％は高校に入学し，さらに短大・
大学に進学した者が 43.5％，専門学校・各種
学校に進学した者が 26.1％おり、進学率は同
世代の水準から見て特に低いものではない（社
会経済生産性本部，2007）
➢	最終学歴として大学・短期大学を卒業した状
態が 25.9％と最も多い（社会経済生産性本部，
2008）
➢	 7～ 8割程度に職業経験がある（社会経済生産
性本部，2007，2008）
➢	「学校でいじめられた（55.0％）」「ひきこもり
（49.5％）」「不登校になった（35.9％）」「精神
科又は心療内科で治療を受けた（49.5％）」な
ど，在学中からの問題や，メンタル面での問
題がある（社会経済生産性本部，2007）
➢	自立塾 7）入所者の 4分の 1程度が，発達障害
の疑いがある（社会経済生産性本部，2007）
地域若者サポートステーションは発達障害者の支
援施設なのか？
　古賀（2010）は、以下のように、地域若者サポー
トステーションは「障害者」という名前がつかな
い就労支援機関であるからこそ、発達障害を認識
していない若者が集まりやすいと述べる。
現在、サポートステーションに集まってくる
若者の半数以上は発達障害を持っていたり、
または疑われる若者です。多く集まる理由は、
「障害者」という名前がつかない就労支援機
関であり、そこに発達障害を認識していなく、
かつ仕事もうまくいかない若者が集まりやす
い場だからではないでしょうか。そういう場
所が今までなかったことを考えると、非常に
重要な場所だといえます（p136）。
　また、中野（2010）は、発達障害の疑いのあ
る人（グレーゾーンの若者）が診断を受けていな
い理由として下記 4点をあげている。
1）本人や保護者の自覚がないケース
2）本人の自覚はないが、保護者がそれなりに
気付いているというケース
3）本人はそれなりに「自分は他人と違ってい
る」と気づいているのだが、保護者が認めな
いケース
4）本人も保護者もそれなりの自覚はあるが、
医療機関につながっていないケース
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　そして、中野（2010）は、以下のように、グレー
ゾーンの若者の相談を受けて、必要に応じて発達
障害者向けの支援機関につなげることの重要性を
述べている。
地域若者サポートステーションが発達障害者
に特化して相談を担うべきでしょうか。たま
たま来所した若者がそうであることもありま
すが、それを前段に出して相談を受けること
には疑問があります。なぜなら、発達障害の
相談ならば本来業務としての発達障害者支援
センター、障害者職業センター、そして地域
生活支援センターがあります。やはり、サポ
ステの役割としては、前述したようなグレー
ゾーンの若者の相談を受け、必要であるなら
ば発達障害者支援センターにつなげることが
重要であると思います（p111-112）。
　このように「結果的に」、地域若者サポートス
テーションに発達障害の疑いのある若者が集ま
り、支援が行われている点には注意が必要である。
障害未認定であっても申請すれば受けられると推
定できる若者の場合は、地域若者サポートステー
ションで総合相談を継続するなかで障害の受容ま
では行い、その後、専門機関へリファーできるか
もしれない。しかしながら、障害者手帳を持って
いても一般就労を希望する若者の場合や、知的障
害には該当しないものの高機能自閉症などの発達
障害の場合は支援が困難なケースとして位置づけ
られるだろう。
４　発達障害者の就労支援
4-1）発達障害者の就労相談の流れ
　最後に、最近注目を浴びている発達障害者の就
労支援の問題について論じたい。NPO法人ジョ
ブコーチ・ネットワーク発達障害者の就労相談ハ
ンドブック検討委員会（2009）によると、発達
障害者の就労相談は以下の 3ステップがある。
step1：本当に就労支援がニーズか？
・	二次障害の精神症状で困っていたり、生活
リズムが崩れていたりなど生活面の問題解
決が優先課題である場合が少なくない。就
労の土台となる生活面が安定しているかど
うか、優先順位の高い相談内容として、生
活面の問題解決があるのではないか、てい
ねいに話し合うことが大切である。
step2：障害認識・障害受容があるか？
・	「障害者雇用」として支援を行うのか、一
般の競争的環境の中で働くことを支援する
のかによって、支援の方法や活用する制度
が大きく変わってくる。発達障害に気づい
ても未診断の人にとって、障害者手帳を取
得することを決断することが容易でないこ
とも事実である。就労支援のプロセスの中
で、障害認識や障害受容が深まっていく例
も多いようである。
step3：障害者雇用か、若年就労者支援か？
・以下の 3つのタイプの整理が基本となる
①手帳を取得していて障害者雇用として支
援する
②手帳は取得しておらずグレーゾーンでは
あるが、最終的に手帳取得する方向で支
援する。
③手帳は取得しておらずグレーゾーンであ
るが、本人が障害者としての特別な配慮
を望んでいないため、若年不就労者とし
て支援する。
　とくに地域若者サポートステーションの場合、
上述したように、障害者の専門機関ではない。就
労に問題があると思って相談に来た利用者が、上
記の step1、step2を通して、実は発達障害があっ
たことがわかることも珍しくない。
4-2）「一般就労か、障害者雇用か」の前に
　知的障害ならば「療育手帳」、精神障害ならば「精
神障害者保健福祉手帳」という対応関係がある。
これらの手帳が交付されれば、福祉サービスを受
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けることは可能である。しかし、発達障害ならば
「○○手帳」に該当するものは存在しない。周知
のとおり、発達障害という診断名だけでは障害者
雇用の対象とはならない。療育手帳または精神障
害者保健福祉手帳を取得すると障害者雇用の対象
として扱われる。療育手帳の取得となるかどうか
の判定は知能指数などを測定して行われており、
判定基準は自治体によって若干の差がある。発達
障害の診断を受けていて就労が続かないなど社会
生活上の困難がある場合は、基準を引き下げて交
付する自治体もある。また、精神障害者保健福祉
手帳は精神科医の診断が必要だが、広汎性発達障
害という分類で手帳が交付されるかどうかは、都
道府県によって異なる（石井，2010）。
　たしかに、発達障害のある大学生の支援を考え
る際に、障害者雇用を目指していくのはひとつの
選択肢として存在する。しかしながら、そのよう
な支援を行う前の段階で重要なことは、大学生当
人が発達障害として、一定の苦手さが自分にはあ
るということをさまざまな体験を通して理解し、
障害受容をしているということである。この障害
受容に至るまでに時間がかかることもある。
　望月（2008）が指摘するように、通常教育に
在籍した経験を有する発達障害者の中には、職業
選択において障害者のための雇用支援があること
を知らない、	知っていても選択しないなどにより
支援を利用するまでに、さまざまな失敗や挫折を
繰り返すケースがある｡ここで立ち現れる問題は、
特性を受け止めた進路選択が先送りされてしまっ
たかどうかということである 8）。
　発達障害のある（疑い含む）大学生の就職支援
を考える際に重要なことは、在学中に自らの特性
と向き合う機会を、大学生活を通じていかに提供
するかという点であろう。大学生活にはサークル
やアルバイトなどさまざまなことが含まれるが、
学業は必ず関わることである。学業は専門分野の
理解を深めるだけではない。日頃のコミュニティ
では接しないような他者との関わりを提供する機
会となることもあるだろう。その関わりを通じて、
等身大の自己理解につながることもあると思われ
る。
4-3）手帳取得以外の可能性
　最後に、手帳取得以外の可能性について言及し
ておこう。株式会社Kaien を設立した鈴木慶太
氏は、発達障害に関する職業訓練受託や企業への
コンサルティングを行っている。鈴木氏は、発達
障害のなかには障害者手帳を取得している人もい
る一方で、心理的な抵抗感から障害者手帳を申請
していない人もいることを指摘し、「障害者手帳
のあるなしに関わらず、発達障害の方が職業人と
して活躍できる場を増やすことを目標としていま
す（鈴木，2012：p23）。」と述べている。鈴木氏
が示す職業訓練やコンサルティングの主な内容は
下記のとおりである。
発達障害に関する職業訓練
➢	発達障害のある人に適している職種は接客や
営業よりもソフトウエアの検証やネットワー
ク管理などのシステム関係の仕事であると考
え、IT関連の企業を中心にして職業訓練を実
施している。
➢	発達障害のある人は、同時並行作業が苦手な
傾向がある反面で集中力が強いこと、物事に
対して柔軟性に欠ける傾向がある反面で非常
に真面目で、決められたルールにはきちんと
従うことができることなどの優れた部分があ
るため、これらを活かしていくことに主眼を
置いている
➢	適切な職業訓練の講師を探すため、また、紹
介先の企業とのミスマッチをなくすために、
事前の面接でスキルや適性などを評価してい
る。
企業へのコンサルティング
➢	発達障害の方を受け入れようとする企業に対
してのコンサルティング業務にも力を入れて
いる。
➢	作業を指示するときには、作業工程を細かく
分けて整理することや、目標や計画を伝える
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ときには定量的かつ明確に伝えるといったこ
となど受け入れに必要な配慮や工夫などをア
ドバイスしている。
　このように、手帳取得からの福祉就労というア
プローチのみならず、発達障害のある人の優れた
部分を活かした職場開拓のアプローチは、発達障
害の若者の選択肢を広げる意味でも重要である。
　最後に、鈴木氏の今後の見通しを引用して本稿
を終えたい。現状の課題を端的に示している。
発達障害の方を雇用したいという企業は増え
ていますが、自社の製品やサービスの質を高
め、業績を向上させるための人材として雇用
したいというよりは、障害者の法定雇用率を
達成するためであるとか、社会貢献活動の一
環として雇用したい、というのがまだまだ主
流です。給料もパフォーマンス以下しか支払
われない場合もあると思います。
　発達障害に対する認識を変えるためにも、
スペシャリスタナ（筆者注：発達障害のある
人を多く採用しているデンマークのIT企業。
社会福祉事業ではなく営利事業として利益を
出している。）のように自社で雇用し、業績
を向上させることで、発達障害の方が有能な
人材になり得ることを証明したいと考えてい
ます（鈴木，2012：p25）。
	 	 注
1）	 本稿は下記原稿をもとにして加筆修正を行っ
たものである。田澤実	2012「発達障害のある
大学生の就職支援」若松養亮・下村英雄（編）
『詳解	大学生のキャリアガイダンス論－キャ
リア心理学に基づく理論と実践－』金子書房，
pp.157-167.
2）	 なお、日本発達障害福祉連盟（2012）は、発達
障害者支援法の発達障害の定義は歴史的かつ包
括的な発達障害概念の一部を示しているに過ぎ
ないと批判する。発達障害は、「知的（発達）障害、
脳性麻痺などの生得的な運動発達障害（身体障
害）、自閉症、アスペルガー症候群を含む広汎
性発達障害、注意欠陥多動性障害（多動性障害）
及びその関連障害、学習障害、発達性協調運動
障害、発達性言語障害、てんかんなどを主体と
し、視覚障害、聴覚障害及び種々の健康障害（慢
性疾患）の発達期に生じる諸問題の一部も含み
ます」と明記している。発達障害をどのように
定義するかは重要な問題ではあるが、本稿では、
主に自閉症スペクトラム、学習障害、注意欠陥
多動性障害に焦点を当てることにする。
3）	 ここで気になるのは「発達障害者は増加してい
るのか」という点である。田中（2012）は、自
閉症スペクトラム障害（筆者注：2013 年に刊
行が予定されているDSM-5 における名称。「広
汎性発達障害が、連続性をもったひとつの病態
として位置づけられたと考えられる（p26）。」）
の増加の原因については「説明に窮するのが現
状である（p26）」という見解を示したうえで、
「どこに境界性を作るかという診断世界のルー
ル以上に、生活面の支援の必要性に目を向ける
べきである（p27）」と指摘する。
4）	 大学入試センターの「大学入試センター試験の
志願者数（確定）について（各年度）」では、
発達障害区分の措置が「チェック解答」と「そ
の他」の 2つに分類されている。年度ごとの推
移をみてみると「チェック解答」は、平成 23
年度から平成25年度にかけて14人→35人、「そ
の他」は 81 人→ 115 人と増加している。平成
23 年度のセンター試験の発達障害措置を分析
した上野・立脇（2012）によると「その他」の
大半は別室受験であり、拡大冊子の配布、時間
延長もあったとしている。なお、「チェック解
答」について、大学入試センターのホームペー
ジに掲載されている申請書類では、「氏名を漢
字、ひらがな、カタカナのいずれでも認めるこ
と」や「受験番号欄において◯・×・／など解
答個所が判読できる表示であればいずれでも認
めること」などが例に示されている。
5）	 いわゆるナチュラルサポートなど。ナチュラル
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サポートの分類については若林（2008）参照。
6）	 地域若者サポートステーションと他の就労支援
機関との違いについては田澤（2008）参照。
7）	 宿泊型の支援施設である若者自立塾のこと。後
に廃止となった。社会経済生産性本部（2007）
では、若者自立塾 25 か所において支援を受け
ている若者、および地域若者サポートステー
ション 25 か所を訪れる若者を対象にして調査
をしている。これら二つの支援機関を利用して
いる若者であることには注意が必要であるが、
利用者の特徴として一定程度は類似する側面も
あるであろう。
8）	 たとえば、学校では障害の疑いがあるとみなさ
れながらも、診断名を付与されていないことが
ある。その理由として、小学校教師が親による
拒否や抵抗をできる限り避けようとし、親や教
師間の関係性を壊さないように努めているケー
スがあることが指摘されている（木村，2006）。
もちろん、児童生徒の側も、必ずしも在学中に
自らの特性を障害として理解している訳ではな
い。また、発達障害者支援法の第 3条が示して
いるように、支援策を講じるにあたっては、発
達障害者及び発達障害児の保護者の意思ができ
る限り尊重されなければならない。しかし、大
学にまで入学してきた場合、今までと比較して
も就職の問題を考える機会が増えるはずであ
る。障害の可能性に向き合うことは困難を有す
ることが多いことは事実であるが、困難がない
学生生活が当人の長い人生にとって本当に良い
ことであるのかは慎重な判断が求められる。
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発達障害のある大学生の就職支援
TAZAWA Minoru 
Career Support for Undergraduates with 
Developmental disorders
　This	 study	 investigated	 the	 difficulties	
faced	 by	 undergraduates	with	 developmental	
disorders	and	summarized	cases	of	supporting	
such	 students.	 Results	 indicated	 that	 within	
the	 university,	 support	 during	 entrance	
examinations	 was	 starting	 to	 be	 introduced.	
However,	 little	 support	 was	 available	 after	
the	students	entered	a	university.	It	was	also	
indicated	 that	 such	 students	 were	 supported	
not	 only	 by	 university	 staﬀ,	 but	 also	 by	
teachers	that	participated	in	the	study.	Outside	
the	 university,	 students	 with	 suspected	
developmental	 disorders	 gathered	 at	 Youth	
Support	 Stations.	 Finally,	 when	 supporting	
undergraduates	with	developmental	disorders,	
it	 was	 important	 to	 oﬀer	 them	 opportunities	
to	 face	 their	 special	 circumstances	 during	
campus	life.
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